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Ⅲ 問題提起者意見及び所管省庁対処方針（全文） 
 

 

１ 意見を付した案件（４案件） 
1-(1)パブリック・コメント手続等の改善 
1-(2)外国大学の日本校に対する税制優遇措置の適用 
1-(3)大量所有自動車の登録に係る手続の見直し 
2-(1)外国人経営者の在留資格基準の明確化(ＯＴＯ番号671） 

 
２ その他の案件（３案件） 

① 情報機器に付属するＡＣアダプターの扱いに関する規制見直し 
② 電子レンジ用圧力鍋に対するＰＳＣマーク取得のための検査方法の改善 
③ 電波を利用した自動車関連装置に関する規制緩和 
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１ 意見を付した案件 
番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
1-(1) パ ブ リ ッ

ク・コメン

ト手続等の

改善 
 
［在日米国

商 工 会 議

所］ 

日本の各省庁が規制の設定又は改廃

に伴い政令・省令等を定める際に、施

行前にその案を国民に示してパブリッ

ク・コメントを求める手続が 1999 年か

ら実施されました。これは、日本の行

政への国民の参加、透明性及び国民に

対する説明責任という面で新たな時代

の幕開けであった、と私どもは考えて

います。 1999 年にパブリック・コメ

ント手続が設定されて以来、インター

ネットの普及によって、行政機関は瞬

時に、ほとんど費用のかからない方法

で、新たな規制案に関する情報を周知

することができるようになりました。

また、行政機関は、産業界や国民の意

見を、電子メールやインターネットを

通して容易に得ることができるように

なりました。ただ残念なことに、国民

の行政参加という理念に対してどちら

かというと消極的な、またパブリッ

ク・コメント手続の浸透を促進するよ

りはむしろ遅らせるような担当当局の

対応によって、パブリック･コメントの

潜在的な可能性と効果が十分に生かさ

れていないケースが多く見受けられま

す。ＡＣＣＪは、このような行政側の

消極的な対応が、パブリック・コメン

ト手続を介して国民が行政に参加する

機会を増やすに当たっての障害の一因

であり、同時に、日本国内で事業を営

む国際企業の活動に対する潜在的障害

にもなっていると考えます。 

パブリック・コメント手続の潜在的

な効果を損なう結果となった過去の事

例の一つとして、厚生労働省「雇用管

理に関する個人情報の適正な取り扱い

を確保するために事業者が講ずべき措

置に関する指針（案）」（以下、「指針案」）

についてのパブリック・コメントが挙

げられます。2004 年 6 月 15 日、厚生

労働省は、予告無しに指針案を公表し、

2 週間以内にコメントを提出するよう

に要請しました。2週間という期間は、

他の省庁が、個人情報保護法に基づき

制定するガイドラインのためのパブリ

ック・コメントを募集する期間と比較

するとはるかに短いものであり、行政

手続法の要請する期間と比較してもは

１．政府は、「規制改革・民間開放推進

３か年計画」（平成 16 年３月 19 日閣議

決定）、「経済財政運営と構造改革に関す

る基本方針 2004」（平成 16 年６月４日

閣議決定）等において、政省令等の行政

立法手続の法制整備を検討することと

し、その際、パブリック・コメント手続

の法制化についても検討することとし

たところである。 
総務省においては、上記を踏まえ、総

務大臣の下に本年４月から行政手続法

検討会を開催し、これらについて鋭意検

討しているところである。 
２．現行の閣議決定においても、パブリ

ック・コメント手続の対象は「広く一般

に適用される国の行政機関等の意思表

示（で、規制の設定又は改廃に係るも

の）」とされており、これには、政令、

府省令、告示のほか、行政手続法上の審

査基準や処分基準等も含まれ、かつ、本

手続は全省庁を対象としたものである。

また、検討中の行政手続法改正におい

ては、パブリック・コメント手続の対象

範囲について、行政手続法検討会が現在

検討中であるが、一般には、パブリッ

ク・コメント手続を適用すべき案件かど

うかは、定められるべき内容により判断

されるべきものである。 
なお、法律については、国民の代表た

る国会において審議・制定されるもので

あり、一般的にパブリック・コメント手

続の適用が適当かについては検討を要

するところである。いずれにせよ、行政

手続法においては、行政と国民との関係

における手続を定めるものであるので

難しいのではないか。ちなみに、パブリ

ック・コメント手続の先進国とされてい

る米国においても、法律をその対象とし

ているとは承知していない。 
３．現行の閣議決定では、行政機関は提

出された意見・情報を考慮して意思決定

を行うとされている。意見募集期間終了

時から最終的な意思決定までにどの程

度の期間を要するかについては、意見が

提出されなかった場合や、短期間に集中

的に考慮を行うことが可能な場合など

もあることから、案件の内容等により異

なってくるものである。したがって、30
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
るかに短いものでした。 ＡＣＣＪプ

ライバシー・タスクフォース及びヒュ

ーマン・リソース・マネージメント委

員会は、このわずかな期間内に、６ペ

ージに亘る詳細な意見書を作成し、提

出いたしましたが、厚生労働省は、パ

ブリック・コメントの募集期間終了後

24 時間以内に、指針案を最終化させて

しまいました。その最終化の速さ、ま

た、パブリック・コメントの対象とな

った指針案の変更がわずかなものであ

ったこと等の事実は、我々のパブリッ

ク・コメントが果たして最終版の作成

に際して考慮されたのかという疑問を

我々に投げかけました。 

その他、パブリック・コメント手続

の潜在的なメリットに制限を与えると

思われる、ＡＣＣＪの会員が経験した

具体例を下記のとおり掲げます。 

・ 規制案の発表日程が休暇の期間が

始まる直前に設定されること。この

結果、民間人がコメントを作成する

時間が制限される結果となってしま

っていること。 

・ 意見募集期間に関して政府が遵守

すべき要件が、新たな規制を設定す

る際に全く無視されてしまうこと。

・ 意見募集期間の終了後、規制の最

終版に大幅な修正を加え、かつその

修正内容が公開されないこと。これ

により、修正箇所で取り扱われた問

題に対してコメントや国民の意見が

反映されないこととなる。 

上記の具体例以外でも、パブリッ

ク・コメントのメリットに制限を与え

ると思われる要因として、現行のパブ

リック・コメント手続がすべての立法

過程において可能なものではないこ

と、また、パブリック・コメントの機

会が、法令の策定の非常に遅い段階で

行われ、またその期間が極めて短い時

間に限られていることなどが挙げられ

ます。これら要因は、関係する産業界

や民間人が享受しうるメリットを損な

うだけではありません。すべての立法

過程においてパブリック・コメントが

可能であり、立法の目的について広範

な議論を促進していたならば日本の政

策担当者が享受していたであろうメリ

日間というように具体的な日数をもっ

て一律に規定することは適切ではなく、

行政機関が必要に応じて適切な期間を

確保することが適切であると考える。 

４．我が国においては、国家公務員法第

98 条第１項により、国家公務員はその

職務を遂行するについて法令及び上司

の職務上の命令に従う義務があり、これ

に反し適正な事務処理をなさなかった

場合には、国家公務員法違反として同法

に基づく懲戒処分の対象となる。 

「処罰」とはどのようなものを想定し

ているのか不明であるが、仮に、刑事罰

のような制裁を想定しているのであれ

ば、可罰性等慎重に検討されるべき問題

である。 
５．現在でも、個別のパブリック・コメ

ント手続についての苦情を申し出るこ

とを妨げる仕組みはなく、各省庁におい

て適切に処理されていると考えられ、ま

た、ＯＴＯや総務省の行政相談制度も存

在することから、行政手続法において特

別の仕組みを規定しなくとも対応が可

能であると考える。 
ただし、当事者が内閣総理大臣に直接

不服申立てを行うことができる制度の

創設については、各省大臣が事務を分担

して所掌する我が国の行政制度との整

合性の観点から現実的でない。 
６．いわゆるゴールデン・ウィークやお

盆・年末年始休暇が意見募集に対応が可

能な営業日かどうかは各企業により異

なっていると考えられ、また、パブリッ

ク・コメント手続は、企業のみならず、

広く国民一般からの意見を求めるもの

であるから、休日を一律に期間計算から

除外することは適当でない。ただし、各

府省が手続を行う段階で、休日を考慮し

て意見募集期間を長く設定することに

ついては、これを妨げるものではない。

７．御指摘はひとつの考え方であり、こ

のような手続が可能かつ必要な場面も

あり得るであろうが、行政事務の効率化

を損ねたり、硬直化を招いたりするおそ

れがあること、その必要性・合理性につ

いて疑問がある場合もあることから、全

ての案件について一律に義務付けるこ

とは適当でない。 
なお、諸外国においても、御指摘のよ
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
ットをも損なうのです。 

最後に、新たに規制を制定する手続

の多くの部分が依然として不透明であ

り、アクセスまたは理解することが困

難である点について憂慮します。特に、

審議会その他公式な勉強会における審

理の透明性の度合いは一様ではなく、

これは、審議会が日本の法律制定及び

政策決定過程において継続的に大きな

役割を果たしていることから特に重要

な問題といえます。 

 上記に鑑み、ＡＣＣＪは、日本のパ

ブリック・コメント手続に以下の修正

が加えられることを提案します。 
１．日本の行政機関が規制の設定、修

正または廃止を行うときは、すべてパ

ブリック・コメント手続に委ねなけれ

ばならないとする手続き上の要請につ

いて、行政手続法を改正してかかる要

請に制定法上の根拠を与えること。ま

た、本要請に対する例外は制限される

べきであり、当該例外は明記されるこ

と。 

２．行政手続法の改正では、パブリッ

ク・コメント手続を、規制のみならず、

その他すべての制定法(国会への提出

に先立って審議会で話し合われたり、

省庁で草案としてまとめられる場合)、

ガイドライン、その他一般的に適用さ

れる政府の同様の行為についても要請

すること。本要請に対する例外も制限

されるべきであり、当該例外は明記さ

れること。また、本要請は全省庁に対

して適用されること。 

３．行政手続法の改正では、意見募集

期間終了後規制が発表されるまでの

間、担当者が受け付けた情報を処理で

きるよう、30 日間の「待機期間」を定

めること。 

４．行政手続法の改正では、パブリッ

ク・コメントの要請を実施しなかった

担当官に対して、個人的に処罰を与え

るようにすること。 

５．行政手続法の改正では、特定の省

庁（または担当官）がパブリック・コ

メント手続に適切に従わなかった場

合、当事者が総理大臣に不服申立を行

うことのできる「苦情」提出手続につ

いて定めること。 

うな手続を一律に義務付けている例は

ないと承知している。 
８．現行の閣議決定においても、案を公

表した行政機関は、提出された意見・情

報に対する当該行政機関の考え方を取

りまとめ、提出された意見・情報と併せ

て公表することとされているので、御指

摘の要請に応えているものと考える。 

９．８で述べたとおり、現行の閣議決定

においても、御指摘の要請に応えている

ものと考える。 
10．現在、平成 15 年 7 月に策定した「電

子政府構築計画」に基づき、電子政府の

総合窓口（ｅ-Gov）においてパブリック

コメント募集中案件及び募集結果を一

元的に情報提供することとしており、本

年１月から順次実施している。 
御指摘のシステムについては、その実

施が可能かつ必要であれば整備する場

合もあり得るが、意見を求める内容や各

行政機関の体制が異なることから、一律

に全ての省庁にその実施を義務付ける

ことは現実的でない。 
11．現行の閣議決定においては、原則と

して全ての規制についてパブリック・コ

メント手続に付すこととされており、御

指摘の要請に応えていると考える。 
仮に、審議会等への諮問の 30 日前ま

でにパブリック・コメント手続を実施せ

よとの趣旨であれば、審議会において原

案を作成するケースもあるなど審議会

の審議形態は様々であることから、全て

の案件に一律に義務付けることは適切

でない。 
12．審議会等の整理合理化に関する基本

的計画」（平成 11 年４月 27 日閣議決定）

別紙３「審議会等の運営に関する指針」

において、審議会等は会議又は議事録を

速やかに公開することを原則とし、これ

が不可能な場合にはその理由を明記し、

議事要旨を公開すること（ただし、行政

処分、不服審査、試験等に関する事務を

行う審議会等で、会議、議事録又は議事

要旨を公開することにより当事者又は

第三者の権利、利益や公共の利益を害す

るおそれがある場合は会議、議事録又は

議事要旨の全部又は一部を非公開とす

ることができる。）並びに議事録及び議

事要旨の公開に当たっては、一般のアク
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
６．国民の祝日、４月 30 日、５月１日、

５月２日、お盆休暇となる５営業日、

及び 12 月 28 日から１月５日までの年

末年始休暇は、意見募集期間の計算に

含めないこと。 

７．コメント（攻撃的な内容のものを

除く）はすべて、受付より 48 時間以内

に（コメント期間終了後でなく）担当

省庁のホームページに掲載されるべき

であること。これは、コメントの提出

過程において関係する論点に関する対

立する政策上の考慮の発展を可能とす

るためである。また、規制に実質的な

変更がなされ、当該変更が公表されて

いない場合、当該変更箇所についても

パブリック・コメントを募集すること。

８．最終決定の前に、関係省庁は、受

け付けたすべてのコメントに対して、

個別にまたは適切な場合はカテゴリー

別に、具体的に回答し、それを公表す

ること。 

９．規制の最終版においては、パブリ

ック・コメントを行った者が懸念した

事項を明確にし、当該懸念に基づいて

どのような変更をしたか、またはしな

かったか、について明記すること。 

10．すべての省庁は、パブリック・コ

メントを求めるために規制をホームペ

ージに掲載した時点で、登録ユーザー

に電子メールで通知が行われる登録シ

ステムを実施すること。 

11．手続上、現行のパブリック・コメ

ント手続から除外される審議会その他

の勉強会についても、その審議に基づ

く提言を、関係省庁が当該審議内容を

取り上げる少なくとも 30 日前までに

公表し、その内容の審査またはコメン

トを募集すること。また、これを可能

にするために手続を改正すること。 

12．行政機関が運営・管理するすべて

の審議会その他公式の勉強会は、可能

な範囲で、インターネット上で審議議

事録を公開し、その審議の内容を公表

するよう努めるべきこと。 

13．外国企業が日本の市場において相

当程度のプレゼンスを有し、長期間に

わたって関与している点に鑑み、ＡＣ

ＣＪ及び他の外国企業の企業団体は、

専門家あるいは影響を受ける当事者と

セスが可能なデータベースやコンピュ

ーター・ネットワークへの掲載に努める

ことを規定しており、これに基づき各審

議会等において適切に対応しているも

のと認識している。 
 なお、「行政情報の電子的提供に関す

る基本的考え方（指針）」（平成 13 年３

月 29 日行政情報化推進各省庁連絡会議

了承）においても、電子的手段により提

供することを積極的に推進する情報の

内容として、審議会、研究会等の審議経

過、議事録又は議事要旨、会議に提出さ

れた資料も列記されているところであ

る。 
13．「審議会等の整理合理化に関する基

本的計画」（平成 11 年４月 27 日閣議決

定）別紙３「審議会等の運営に関する指

針」において、「審議会等は、その調査

審議に当たり、特に必要があると認める

時には、当該調査審議事項と密接に関連

する利益を有する個人又は団体から意

見を聴取する機会を設けるよう努める」

旨を規定しており、これに基づき各審議

会において適切に対応しているものと

認識している。 

14．一般に、日本国内での諸活動は日本

法に従うべきものであるが、日本法が日

本語で書かれている以上、用語や文意に

ついて齟齬が生じないよう、これに基づ

く行為等は日本語で行われるべきもの

と理解している。 
パブリック・コメント手続において外

国語での意見提出を認めることが望ま

しい場合もあるかと思われるが、意見を

求める案件の内容や翻訳等に係る行政

事務の負担を考慮した上で、各行政機関

が個別にその必要性を判断すべきもの

であって、全ての案件に一律に義務付け

ることは適当でない。 
なお、パブリック・コメント手続の先進

国とされている米国においても、外国語

による意見提出が制度的に一律に認め

られているとは承知していない。 
［総務省］
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
して、審議会その他公式の勉強会に意

見を具申するためのより多くの機会が

与えられること。 

14．日本国内で事業を営む国際企業が、

日本国内における当該企業の権益に影

響を及ぼす事項に関して意見を提出す

る機会を得るために、また、より重要

なこととして、日本において業務を営

む企業の国際化による利益を日本の政

策担当者が享受するためにも、コメン

ト提出の時間的制約及び国内経済の国

際化に鑑みて、英語でパブリック・コ

メントを提出する機会が与えられるべ

きこと。この場合、日本語版は適宜追

って提出させるものとする。なお、経

済産業省はすでに、「従業員による発明

について適用される法令に基づく手続

に関するケース・スタディ」や、「産業

構造審議会環境部会地球環境小委員会

中間取りまとめ‐今後の地球温暖化対

策について‐」に対するコメントを英

語で募集しているところ。 

 

（再意見） 

１. 透明性を高めるための措置につい

て政府がさらに調査研究を続けるとい

う、それ自体はもちろん大切なことで

あるが、平成 11 年の閣議決定に従って

制定された現在のパブリック・コメン

ト手続に述べられる透明性向上の目的

の速やかな実行が妨げられるようなこ

とがあってはならないと考える。ＡＣ

ＣＪは、パブリック・コメント手続の

制定法上の根拠となる法案を速やかに

作成し、国会審議に向けて提出される

よう、総務省に何度も要請している。

２. ＡＣＣＪは、内閣によるパブリッ

ク・コメント手続の推進が進展してい

ることを評価するが、この点について

は政府によるより一層の行動が可能で

あると考える。 
ＡＣＣＪは、国会で審議される日本

の法律を対象にしたパブリック・コメ

ント手続が行政手続法以外の法律に準

拠しなければならない可能性があるこ

とを認識している。実際、本件は日本

の官僚を関与させずに国会自らが審議

すべき問題である。 
とはいえ、法案作成の過程に事実上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（再対処方針） 

１．行政手続法検討会は、いわゆるパブ

リック・コメント手続の法制化などを求

める報告を平成 16 年 12 月 17 日に総務

大臣に行った。また、同年 12 月 24 日に

閣議決定された「今後の行政改革の方

針」では、「行政立法について、共通の

手続として国民一般から意見提出手続

等を法制化すること」を盛り込んだ。政

府は、これらに沿って、行政手続法改正

案の立案作業を進め、次期通常国会に提

出することとしている。 

２. 米国におけるＡＣＣＪの指摘の事

務は、米国行政手続法に基づくものでは

ないと承知している。 
なお、日本においては、中央省庁等改

革基本法第 50 条第２項があり、法案を

含め重要な政策の立案に当たり、広く国

民の意見を求めている。 
また、国会内の委員会における法案の

取扱い（公聴会を開催するか等）につい

ては国会において判断すべき問題であ

り、総務省としてはコメントする立場に

ないが、公聴会の開催例もあると聞いて

いる。 
３．ＡＣＣＪの意見を全面的に否定して
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
多くの省庁が深く関与している限り

（国会審議に諮る前に政府内委員会で

検討される初期段階の法案の多くが、

事実上各省庁で作成されている点を指

摘したい）、ＡＣＣＪは、これらの法案

が行政手続法に基づいて適切にパブリ

ック・コメント手続の対象になるべき

であると考える。 
本手続の先進国とされる米国で実施

されている手続に関しては、ほぼすべ

ての法案について議会で採決されるよ

りかなり前に草案の形式で一般市民に

公開される。加えて、法案は議会内の

委員会に送付され、委員会は法案につ

いて公聴会を開催することが多く、立

法手続への一般参加を開放している。

法案に関する議会内委員会の報告は、

ウェブサイト 
http://thomas.loc.gov/cp108/cp108query.h
tmlで閲覧することができ、多くの委員
会が検討中の法律についてその他の情

報をインターネットで公開している。

たとえば、 
http://thomas.loc.gov/cgi-bin/bdquery/R?d
107:FLD005:@3(House+International+R
elations)など。日本の国会における立法
資料（特に省庁作成のもの）には、こ

れに相当するような情報入手先が存在

しない。 

３．ＡＣＣＪは、法律の現状について

は認識しており、変更を強く支持して

いる。だが、日数を決めた「待機期間」

が適切でない、との点には同意しかね

る。ＡＣＣＪはいずれにせよ少なくと

も最低限の待機期間のみを定めること

を推奨する（もちろん、適切であれば

これを上回る期間も可能とする）。30

日間の待機期間を定める（緊急の場合

は限定的に例外を認める）とする統一

方針は、実行しやすく、影響を受ける

あらゆる関係者の理解も容易に得られ

るであろうし、民間部門が新たな規制

を理解してこれに適応するための時間

的余裕を与えるものである。日数を決

めた待機期間が存在しないと、影響を

受ける関係者が合理的な期間内に新た

な規制を遵守するのが困難となる。 
４．「（個人的な）処罰」とは、その職

員に対する行政上の制裁を意味してお

り、これには(i)減給または降格、(ii)

いるのではない。ただし、様々な案件が

あることから一定期間を一律に義務付

けることは適当でない。また、一定期間

を一律に義務付けた場合、当該期間を確

保できないことを理由として意見募集

期間を短縮したり、そもそも手続に付さ

ない案件が増加するおそれもあると考

える。 
 また、ＡＣＣＪの回答では、「待機期

間」は「民間部門が新たな規制を理解し

てこれに適応するための時間的余裕を

与えるものである」としているが、日本

では、法令の周知や影響を受ける関係者

の準備期間のために、法令の「公布」か

ら「施行」までの間に一定の期間が確保

されるのが一般的であり、「日数を決め

た待機期間が存在しないと、影響を受け

る関係者が合理的な期間内に新たな規

制を遵守するのが困難になる」との懸念

は当たらない。 
 なお、総務省のデータでは、平成 14

年度にパブリック・コメント手続に付さ

れた政令、省令、告示のうち、意見募集

期間終了後から意思決定までの期間が

21 日以上だったものが約 62％となって

いる一方、10 日未満のものは約 17％に

過ぎない。 

４．繰り返しになるが、日本においては、

国家公務員法第 98 条第１項により、国

家公務員はその職務を遂行するについ

て法令及び上司の職務上の命令に従う

義務があり、これに反し特定の職員が適

正な事務処理をなさなかった場合には、

国家公務員法違反となり、同法に基づく

懲戒処分の要件を構成する場合もある。

５．ＡＣＣＪの意見が「多くの省庁がパ

ブリック・コメント手続の文言とその精

神のいずれにも従っていないと考える」

根拠を承知していないが、当省として

は、実態調査結果を踏まえると、多くの

省庁は本手続に従って適切に手続を実

施していると考えている。ＡＣＣＪの指

摘のような例は、パブリック・コメント

手続の制度上の問題ではなく、個別の案

件における問題であると考えている。そ

の解決にあたっては、総務省のモニタリ

ング等の既存の制度をもって対応が可

能と考える。 
６．休日を意見募集期間から除外するこ
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
賞与の減額、(iii)昇進・昇格の一時停

止、(iv)個人への戒告、(v)公的な戒告

を含むことができる。 

５．残念ながらＡＣＣＪの見解は貴省

とは異なると申し上げざるを得ない。

本件について意見書で指摘したよう

に、ＡＣＣＪは、多くの省庁がパブリ

ック・コメント手続の文言とその精神

のいずれにも従っていないと考える。

さらに我々の知るかぎり、どの省庁も

これまでパブリック・コメント手続に

従わなかったとして担当官を（公式に

であれ非公式にであれ）懲戒したこと

がない。このことが、日本の行政担当

者の説明責任（アカウンタビリティ）

を高めるという本手続の目的が広く誤

解され、かつ各省庁間で軽視されるこ

とにつながっているとＡＣＣＪは考え

る。 
ＡＣＣＪは、関係省庁がパブリッ

ク・コメント手続に従わない場合の苦

情を取り扱う「オンブズマン」を総理

大臣の管轄下または内閣のいずれかに

設けるよう、総理大臣に要請する。こ

の提案の目的は、手続に従わない省庁

の顔をつぶしたり罰することにあるの

ではなく、手続が確実に実施されてそ

の重要性が担当省庁によく理解される

ようにすることにある。 
６．ＡＣＣＪはこれに賛成しかねる。

総務省が一定の「除外期間」を設ける

ように命じれば、特定の省庁が休日の

付近を発表予定日にしてコメントを最

低限に抑えようとすることも防止さ

れ、政府に対してより有意義な発言の

機会が増える。 

７．ＡＣＣＪは、この点について貴省

が硬直的なお考えであることを残念に

思う。速やかな掲載により、産業界や

市民における対話が促進され、決定に

関連する政策上の見解の相違を担当官

がよく知ることができる、ということ

をＡＣＣＪは繰返して申し上げたい。

さらに、政府内の過程もより一層透明

になる。仮に 48 時間以内の掲載を義務

付けるのが実現不可能である場合、「ガ

イドライン」または「望ましい例」と

して示されれば幸いである。 

８．繰り返しになるが、ＡＣＣＪはこ

とも可能かつ必要な場面もあり得るで

あろうが、全ての案件について必要なも

のでないことから、一律に義務付けるこ

とは適当でない。 

 なお、当省としては、「特定の省庁が

休日の付近を発表予定日にしてコメン

トを最低限に抑えようとする」例がある

というＡＣＣＪの指摘は根拠のないも

のと考える。 
７．ＡＣＣＪの意見のような手続が可能

かつ必要な場面もあり得るであろうが、

そうでない場合もあることから、一律に

義務付けたり、推奨したりすることにな

じまないと考えている。 

なお、米国においてこのような事務が

法制が存在するとは承知していない。 

８．仮にＡＣＣＪの指摘のような例があ

るとすれば、それは現行の制度に沿った

ものではない。パブリック・コメント手

続の制度上の問題ではなく、個別の案件

における問題であり、まず当該事例に責

任を有する行政機関と議論すべきであ

る。繰り返しになるが、現行の閣議決定

において、案を公表した行政機関は、提

出された意見・情報に対する当該行政機

関の考え方を取りまとめ、提出された意

見・情報と併せて公表することとされて

いる。 

なお、平成 15 年度分の実施状況調査

結果では、閣議決定対象の 501 件のう

ち、提出された意見等が公表されていな

いなど閣議決定の手続に沿わない処理

がなされたものは 17 件（3.4％）に過ぎ

ない。 

９．一部に不適切な事例がみられたとす

れば、パブリック・コメント手続の制度

上の問題ではなく、個別の案件における

問題であり、まず当該事例に責任を有す

る行政機関と議論すべきである。８でお

示ししたように、現行の閣議決定におい

て、案を公表した行政機関は、提出され

た意見・情報に対する当該行政機関の考

え方を取りまとめ、提出された意見・情

報と併せて公表することとされている。

10．前回回答のとおり、電子政府の総合

窓口（ｅ-Gov）においてパブリック・コ

メント募集中案件及び募集結果が一元

的に情報提供されており、これを十分活

用することが期待される。 
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
の手続が実行されているとする貴省の

見解に賛成しかねる。事実ＡＣＣＪは、

コメントが正式に提出された後に、関

係省庁が、その要請がどれだけ不適切

であるかを構わず、コメントの提出を

撤回または非提出とするよう提出者に

要請したことがあるとさえ聞いてい

る。このように民間での開かれた討議

を覆い隠したりまたは抑制しようとす

るのはまったく不適切である。コメン

トを速やかに掲載することを定め、最

終的に周知する段階での関係省庁によ

る編集作業を排除することで、これら

の試みは排除されるであろう。最低限、

民間から提出されたすべてのコメント

が統一して適正に扱われるようにする

よう各省庁に行政上の指導がなされる

べきである。 
９．この方針がどの程度実施されてい

るかについて貴省とＡＣＣＪとの間に

は見解の相違がある。実際に、雇用管

理に関する個人情報の適正な取り扱い

を確保するために事業者が講ずべき措

置に関する指針（案）についてＡＣＣ

Ｊがパブリック・コメントを厚生労働

省に提出した経験から、上記は正しく

ないことが分かっている。したがって

ＡＣＣＪは、このような内閣の指導が

どの程度遵守されているかにつき、独

立の検討会やワーキンググループに調

査を委託し報告がなされるよう提案す

る。 

10．システムの点から見ると、コメン

ト募集および回答を一元的に登録する

方が、関係省庁が個別に扱う現在のや

り方よりも（規模のメリットにより）

はるかに経費を節約でき、しかもユー

ザーの利便性も良い。そのためＡＣＣ

Ｊは、民間からの発言を処理する共通

のプラットフォームを設けて各省庁が

アクセス、使用できるようにすべきだ

と考える。 

11．貴省の上記コメントは、ＡＣＣＪ

の提案に回答するものではない。ＡＣ

ＣＪが述べているのは審議会による提

言であって、審議会への提言ではない。

つまり、審議会が規制案の検討を終え

て関係省庁に提出する際に、まずその

提言を公開し、関係省庁が問題点を取

11．「現在の制度では、影響を受ける多

くの関係者は規制案がパブリック・コメ

ント手続に付されてからでしか知るこ

とができず、その時点までに当該省庁の

見解が固まってしまっているので、異な

るアプローチが採用される可能性は実

質的に失われているといえる」とするＡ

ＣＣＪの意見は当たらないと考える。パ

ブリック・コメント手続では、当然、各

府省が十分検討した上で作成した案が

提示されるが、それは提出された意見等

を考慮した上で変更することはありう

る。 
 なお、各府省が規制の原案をパブリッ

ク・コメント手続に付す前の段階として

は、審議会等が、その審議・検討の中間

段階において報告案をパブリック・コメ

ント手続に付している例も少なくない。

12．具体的にどのような運用を期待され

ているのか不明であるが、引き続き、「審

議会等の整理合理化に関する基本的計

画」（平成 11 年４月 27 日閣議決定）及

び「行政情報の電子的提供に関する基本

的考え方（指針）」（平成 13 年３月 29

日行政情報化推進各省庁連絡会議了承）

に基づき、各審議会等において適切に対

応していくものと認識している。 
13．具体的にどのような水準までを期

待されているのか不明であるが、引き続

き「審議会等の整理合理化に関する基本

的計画」（平成 11 年４月 27 日閣議決定）

に基づき、各審議会等において適切に対

応していくものと認識している。 

14．各府省が個別の案件ごとにその必要

性等を判断した上で、外国語での意見提

出を認めることは否定されないが、各府

省に一律に義務付けたり推奨したりす

ることは適当でない。 
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
り上げる前に待機期間を設けるべきで

ある。これにより、利害関係者は規制

案の内容を理解し、自らの営業活動に

及ぶ可能性がある影響について検討

し、規制案の妥当性や予定される規制

の実施方法について関係省庁に発言す

る機会を得ることができる。現在の制

度では、影響を受ける多くの関係者は

規制案がパブリック・コメント手続に

付されてからでしか知ることができ

ず、その時点までに当該省庁の見解が

固まってしまっているので、異なるア

プローチが採用される可能性は実質的

に失われているといえる。 

12．ＡＣＣＪは、上記に貴省が指摘し

たとおり進展があることを了解してい

るが、審議会議事録に対するアクセス

を高め、より一般的に審議会の審議の

透明性を高めるために、もっと多くの

ことができると考える。 

13．ＡＣＣＪはこれに賛成しかねる。

ＡＣＣＪは、審議会の審議の透明性が

適切な水準になるまでにはさらに長期

を要すると考える。 

14．ＡＣＣＪは、パブリック・コメン

ト提出の時間的制約や、国内経済の国

際化に鑑み、日本国内で事業を営む国

際企業が日本国内における当該企業に

影響を及ぼす事項に関して意見を提出

する機会を得られるようにし、またこ

れら企業の国際化による利益を日本の

政策担当者が享受することができるよ

うにするため、パブリック・コメント

の募集が英語でも行われるのが望まし

い、とする提案をここで再度申し上げ

たい。パブリック・コメントをまず英

語で提出する場合には、日本語版は適

宜追って提出される。 
ＡＣＣＪは常に日本法の遵守を意図

しており、日本の法律が日本語以外の

言語で書かれたり、解釈、あるいは理

解されるべきであると示唆したことは

ない。 
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
1-(2) 外国大学の

日本校に対

する税制優

遇措置の適

用 
 

［ テンプル

大学ジャパ

ン、在日米

国商工会議

所］ 

現在、外国大学の日本校は制度上、

日本の大学とも外国の大学とも認めら

れていない。日本の大学として認めら

れるためには、大学設置基準および学

校法人になるための条件を満たしてい

なければならないが、その多くは外国

大学の日本校が特徴を生かして運営し

ていくには実情に則していないもので

ある。 

このため、外国大学の日本校は法令

上の位置づけが明確でないまま運営せ

ざるを得ない状況となっており、結果

的に税制の優遇措置の適用を受けられ

ていない。このことが、学生・大学双

方に多大な経済的負担を課しており、

大学運営上の障害として外国大学の日

本への進出を妨げる要因となってい

る。実際に 80 年代に我が国に進出した

外国大学のほとんどが、優遇措置によ

って守られた日本の大学との競争に敗

れ撤退している。 

近年、我が国がアジアにおける教育

市場としての魅力を欠く一方、中国、

シンガポール、タイなどが注目を集め

ている。また韓国も外国大学の誘致に

積極的である。WTO においても、高等

教育の提供が貿易自由化交渉の対象と

なり、我が国も各国から教育市場の開

放を求められている。日本をアジアの

教育市場として魅力ある存在とするた

めには、税制の優遇措置を外国大学の

日本校にも適用し、日本の大学とのイ

コールフッティングを実現させること

が必要と考える。これにより、高等教

育分野における市場アクセスが容易に

なり、我が国の高等教育機関の競争力

を高める結果となる。競争力が高まり

世界をリードする教育の提供が実現す

れば、日本と日本国民にとって有益で

あるだけでなく、日本の教育を求める

学生・研究者を世界中から集客するこ

とが可能となり、教育・経済・文化の

すべてにポジティブな影響をもたらす

と考えられる。 

外国大学の日本校は、日本の大学と

同様に非営利の教育活動を行っている

にもかかわらず、設置法人の形態に基

づいて学費等に消費税が課税されるほ

（法人税、寄附金） 

本件問題提起は、「外国大学の日本校に

ついて設置法人の形態に関わらず日本

の大学に対する税制上の取扱いと同等

にして欲しい」ということであるが、次

のとおり、税制上同等に取り扱うことは

できない。 

①文部科学省によれば、本件問題提起の

対象となる外国大学の日本校は、現行

の学校教育法上の「学校」ではなく、

学校教育法上の「学校」とみなされる

ことにもなっていない。また、当該外

国大学の日本校に係る運営主体は、有

限会社であって、私立学校法上の「学

校法人」ではなく、私立学校法上の「学

校法人」とみなされることにもなって

いない。このように、外国大学の日本

校は、学校教育法上の学校と位置付け

られている日本の大学とは全く異な

った法的位置付けがなされているも

のである。 

②わが国法人課税制度は、組織形態等に

着目して課税上の取扱いを定めてい

る。すなわち、学校法人を含む公益法

人等については、剰余金や残余財産が

類似の法人や国等以外に分配されな

いなど、一定の公益性が制度上担保さ

れていることに着目して、有限会社な

どの営利法人とは異なる課税上の取

扱いがなされている。なお、この課税

上の取扱いについては、内国法人・外

国法人の別やその出資者の居住・非居

住の別を問わず内外無差別のものと

なっており、対日投資に関する障壁に

は全く該当しないものである。 

③上記を踏まえれば、当該外国大学の日

本校については、学校教育法上の「学

校」ではなく、運営主体も有限会社で

あり一般の企業と同じ営利法人であ

ることから、現行制度上は、一般の企

業と同じ税制上の取扱いとなる。 

なお、そもそも本件問題提起は、上述の

ような現行制度を前提として、提起者の

側において「学校法人によって運営され

る学校」とすることにより、解決できる

問題ではないかと考えられる。 

（消費税法上の取扱い） 

消費税は、財貨・サービスの消費一般に
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
か、法人税、不動産取得税、都市計画

税、住民税、事業所税が課税される。

また通常学校法人等公益法人に対する

教育振興を目的とする寄付金は、指定

寄付金として所得税控除(寄付金控除)

の対象となるが、この指定寄付金制度

も適用されていない。さらに租税条約

に基づく教授等受け入れに関する所得

税の免税措置、勤労学生の所得税控除

も適用されない。 

文部科学省では、外国大学の日本校

について、本校が自国で正規の大学で

あることなど一定の条件のもとで、卒

業生に日本の大学院への入学資格を与

えるなど、我が国の教育制度における

取扱いを明らかにするとの方針を示し

ているが、日本国内において日本の大

学と同等の教育を提供していると認め

られるこうした外国大学の日本校につ

いては、設置法人の形態にかかわらず、

日本の大学に対するものと同様の税制

優遇措置を与えることができるよう、

方策を検討すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広く公平に負担を求める税であり、原則

として、国内における全ての財貨・サー

ビスの販売・提供を課税対象としている

が、教育等については、社会政策的配慮

から一定の範囲で非課税としている。 

「教育」といってもその範囲は広範に

及ぶため、全ての財貨・サービスを課税

対象とする原則の下で、例外的に非課税

とする教育の範囲については何らかの

基準で限定する必要がある。この場合、

学校教育行政における観点とは無関係

に消費税独自の立場で限定することは

困難であることや、適正な執行を図る観

点からも非課税となる取引とそれ以外

の取引とを客観的に区分できるという

ことが要請されることから、その対象範

囲については、国民生活に最も密着した

基礎的な教育の提供といった視点から、

教育行政において、学校教育を行う教育

施設として法的な位置付けが明確とな

っている学校教育法第一条に規定する

学校（一条学校）を引用することによっ

て限定している。 

したがって、卒業生に日本の大学院へ

の入学資格を与えるなどの措置が講じ

られたとしても、当該措置は外国大学の

日本校を学校教育法の一条学校と位置

付けるものではないことから、非課税と

することはできない。 

（勤労学生控除） 

勤労学生控除は、働きながら学業を続

ける者に対して、その特別な労度を考慮

して認められた特別な控除である。この

場合、税制上の特別控除を認める以上、

対象者について何らかの基準により限

定する必要があるが、学校教育行政にお

ける観点とは無関係に税制独自の立場

で限定することは困難であることや、適

正な執行を図る観点からも客観的な基

準が必要であることから、教育行政にお

いて、学校教育を行う教育施設として法

的な位置付けが明確となっている学校

教育法等の法律で規定されている学校

等の学生を対象としているもの。 

したがって、卒業生に日本の大学院へ

の入学資格を与えるなどの措置が講じ

られたとしても、当該措置は外国大学の

日本校を学校教育法の学校等と位置付

けるものではないことから、これを学校
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（再意見） 

１．不動産取得税、固定資産税、住民

税、都市計画税、事業所税（総務省）

および法人税、寄付金（財務省）につ

いて 

「学校法人と同様に公共性を担保す

る仕組み（総務省）」または「一定の公

益性が制度上担保（財務省）」が必要と

あるが、テンプル大学は米国において

正規の大学として認められており、同

日本校は米国本校と同一プログラム内

容、入学・卒業条件で大学教育を提供

している。また、同日本校はその本校

を認定する本国の認定団体からも認定

を受けており、これは大学の「公共性」

「公益性」を証明するものである。さ

らに、外国大学の日本校について、我

が国の大学との接続を可能にする制度

が整備されつつある。実際にこの制度

で指定される日本校には、本国の認定

や本校と同一のプログラム内容、学位

提供などが条件として含まれる見込み

教育法の学校等と同様に税制上取り扱

うことは困難である。 

（租税条約に基づく教授等の受入れに

関する所得税の免税措置） 

租税条約に基づく教授等の受入れに

関する所得税の免税制度の適用対象者

については、学校行政における観点とは

無関係に税制独自の立場で特定するこ

とは困難であることや、適正な執行を図

る観点からも客観的な基準が必要であ

ることから、教育行政において学校教育

を行う施設として法的な位置付けが明

確になっている学校教育法第一条に規

定する学校において教育又は研究を行

う者を対象としている。したがって、学

校教育法第一条に規定する学校と位置

付けられていない当該日本校には、本制

度の適用はない。 

［財務省］

 

日本の学校法人と同様に公共性を担

保する仕組みがとられることが前提で

ないと、課税上の取扱いを横並びにする

ことを検討の対象とすることはできな

い。 

［総務省］

 

(再対処方針) 

（法人税、寄付金に関する取扱いについ

て） 

１．上記に関し、前回の回答において「我

が国の課税上の取扱いは内外無差別で

ある」旨指摘したところであるが、これ

に対して、提起者からは、外国大学の撤

退という過去の事例を根拠として、「我

が国の高等教育分野への対日投資が困

難となっており、これは、現行の法人税

法上の取扱いが『障壁』になっているこ

とによるもの」とするかのような再意見

が出されている。 

２．しかしながら、問題提起の対象とさ

れている税制は、以下の理由により、そ

もそも「輸入や対日投資の障壁となって

いる具体的政府規制等」として取り扱う

ことは不適当である。 

①当該日本校の運営主体となっている

法人（本ケースでは有限会社）につい

ては、我が国の内国法人と位置付けら

れる以上、これに対する法人税法上の



 

38 

番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
である。このように相当程度質が保障

された教育を提供することにより、公

共性（公益性）が担保されていると見

なし得るのではないか。 

また、「学校法人によって運営される

学校」とすることにより解決できると

あるが、日本の大学として学校法人に

なるためには、定員認可制度やカリキ

ュラム上の規制などがあり、米国大学

がその特徴を生かした運営をすること

は難しい。また、各種学校として学校

法人になるためには、提供する教育の

質に関係なく、地方自治体（本学の場

合は東京都）が定めた校舎、校地の自

己所有用件、財産保有用件などを満た

す必要があり、実現は困難である。 

さらに、「課税上の取扱いは内外無差

別であり、対日投資に関する障壁には

全く該当しない」とあるが、80 年代に

進出した多くの外国大学が、いづれも

厳しい規制のため都市部では学校法人

となることが難しく、本学を除くほと

んど全ての大学が撤退したという事実

が、高等教育における対日投資がいか

に困難であるかを実証している。日本

の高等教育の競争力が先進国の中でも

低迷している理由のひとつは、教育に

おける対日投資が困難な環境の中で、

提供する教育の質にかかわらず、規制

に守られた学校法人のみが税制優遇さ

れ、大学が競争力を養う機会を失った

ことにある。 

２．消費税、勤労学生控除、租税条約

に基づく所得税免税措置（財務省）に

ついて 

外国大学の日本校に係る取扱いにつ

いては、多様な教育の選択肢の提供や、

高等教育の一層の国際化に貢献し得る

といった利点を踏まえつつ、我が国に

おける大学の質保障制度の基本の上に

たって検討が進められ、その結果とし

て外国の学校教育制度において大学と

位置付けられているものについて、我

が国の大学との接続を可能にする制度

が整備されつつあると承知している。

したがって、我が国の大学との接続が

認められる外国大学の日本校について

は、学校教育行政において、相当程度

の質の保証が確保されているものと考

取扱いは、その出資元が外国法人であ

ったとしても、内国法人が学校運営を

行う通常の場合と全く同様であり、こ

のような意味において法人課税上の

内外格差は生じ得ない。 

②提起者は、問題提起の背景として、「当

該日本校を学校法人によって運営す

ることになれば、定員認可制度やカリ

キュラム上の規制などにより特色あ

る学校運営が妨げられる」旨主張して

いるが、これは、優れて、学校教育法

及び私立学校法に基づく、学校及び学

校法人のあり方等の問題であって、こ

れを根拠に税制上の取扱いを問題視

するのは的外れといわざるを得ない。

その意味で、問題提起の仕方そのもの

に錯誤があるのではないかと考えて

いる。 

３．なお、前回、既に回答したところで

あるが、「学校法人等」に対する法人税

法の取扱い等を改めて整理すると、以下

のとおりである。 

①わが国の法人税法においては、事業目

的の公益性、利益の分配や残余財産の

帰属に関する制限等の観点から一定

の公益性が認められる法人を「公益法

人等」として区分している。「学校法

人」はそのひとつの類型として位置付

けられている。他方、株式会社や有限

会社は、出資者に利益を分配できる営

利法人であることにかんがみ、「公益

法人等」とは異なる「普通法人」とし

て取り扱うこととされている。 

②わが国の法人税は、このような法人の

組織形態やその性質に対応した課税

を行うことを基本としており、その

旨、国会において承認された法人税法

において明確化されている。また、こ

のような枠組みの法人税法を前提と

して、広く経済・事業活動が行われて

いるところである。 

（消費税、勤労学生控除、租税条約に基

づく所得税免税措置の取扱いについて）

４．上記に関し、提起者は、「当該日本

校における学校教育内容は、学校教育法

上の学校における教育と同等の質が確

保されていると考えており、消費税法等

の課税上の取扱いについては、いわゆる

一条学校に準ずる学校として、一条学校
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
えられ、これを客観的な基準とするこ

とは十分合理性があり、必ずしも学校

教育法第一条に拠る必要はないのでは

ないか。 

実際に他の省庁、および一般事業者

では、外国大学日本校に対する制度が

整備されることにより、当該日本校の

質保証が確保されるものとし、学校法

人に準ずる機関として同法人と同様の

取扱いを行う方向を示している。財務

省が異なる方向を示すことは、政府の

方針としても矛盾するものではない

か。 

また、外国大学日本校に我が国教育

制度との接続を認める制度を整備する

趣旨は、文部科学省が教育制度の多様

化へのニーズを認め、学生に幅広い教

育の選択肢を提供し、高等教育の一層

の国際化を推進するといった利益を享

受することにある。この趣旨を踏まえ

れば、財務省、総務省も同様に消費税

の免除、勤労学生への所得税控除、租

税条約に基づく教授等の所得税免税措

置を認め、学生の選択を歪めない税制、

高等教育の国際化を妨げない税制を整

え、教育の多様化、国際化を推進する

べきと考える。 

と同等とすべき」旨の主張がなされてい

る。 

５．しかしながら、このような主張に係

る税制については、以下の理由から、そ

もそも「輸入や対日投資の障壁となって

いる具体的政府規制等」として取り扱う

ことは不適当である。 

①学校教育に係る消費税法等の課税上

の取扱いについては、それを行う教育

機関が学校教育法上の学校として位

置付けられるか否かをメルクマール

としており、しかも、当該教育機関の

出資元の内外の如何を問わず、当該日

本校を含めたすべての教育機関に同

様のメルクマールが無差別に適用さ

れることとなっている。 

②当該日本校を、学校教育法上の学校と

して位置付けるか否か、さらにはその

教育内容が学校教育法上の学校にお

ける教育内容と同等の質が確保され

ているか否かといった判断は、優れ

て、学校教育行政上の問題として所管

省庁において主体的に判断されるべ

き事柄であり、財政当局はこれに関与

すべき立場にはないと考えている。 

６．なお、前回、既に回答したところで

あるが、「学校法人等」に対する消費税

法等の取扱いについては、税法上の特例

対象を、学校教育行政上、学校教育を行

う教育機関として法的な位置付けが明

確である学校教育法等の法律で規定さ

れている学校等やその学生を対象とし

ているところであるが、これは、①税法

上の特例対象となる学校やその学生の

範囲については学校教育行政における

観点を踏まえる必要があり、これと無関

係に税制独自の観点から特定すること

は困難であること、②適正な執行を図る

観点から特例対象の区分が明瞭となる

客観的基準が必要であること等による

ものである。 

［財務省］

 

問題提起者は、定員認可制度やカリキ

ュラム上の規制などを理由として、特徴

を活かした運営をすることが難しいた

め、日本の学校法人となることは困難と

主張しているが、同様な理由（特徴を生

かした運営をしたい）により、学校法人
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
とならずに有限会社形態の下で教育機

関を運営する主体については、その出資

元が外国法人であるかどうかを問わず、

学校法人に対する税制上の特例措置の

対象にはならないものであり、そもそ

も、この税制上の取扱いは、「輸入や対

日投資の障壁となっている具体的政府

規制等」に該当しない内外無差別の仕組

みである。 

いずれにしても、学校法人制度と同様

な公共性を担保する仕組みがとられる

ことが前提でないと、課税上の取扱いを

学校法人と横並びにすることを検討す

ることはできない。 

［総務省］
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
1-(3) 大量所有自

動車の登録

に係る手続

の見直し 
 

［在日米国

商 工 会 議

所］ 

道路運送車両法は、自動車の登録所

有者（以下「所有者」という。）の名

称若しくは住所が変更された場合又

は自動車の所有権が移転された場合、

所有者に、かかる変更若しくは移転登

録を 15 日以内に申請することを義務

付けている。さらに、当該申請は、登

録使用者（以下「使用者」という。）

による自動車検査証記載事項の変更

申請（自動車検査証の原本を添付）と

同時になされなければならない。その

一方で、法は、自動車を公道において

運行する場合には、何時でも自動車検

査証を自動車に備え付けることを要

求している。かかる要請は、事業のた

めに大量の自動車を所有する会社、と

りわけ、商業リースとして大量の自動

車を全国の顧客に供するリース会社

にとって、従うことが現実的には不可

能なものとなっている。法は、かかる

困難に全く配慮しておらず、リース会

社の経営効率化及びそれにより借主

の負担を軽減する努力の障害となっ

ており、これらのことが対日投資の障

壁となっている。 

したがって、 

(1)大量の自動車を所有する者につい

ての登録の変更及び所有権移転登録

は、使用者による自動車検査証記載事

項変更の申請とは別途に行えるように

し、それにより、所有者による申請時

に自動車検査証原本を提出する必要を

なくし、 

(2)当該変更は、より合理的な期間に電

子化されたオンラインシステムによっ

て行えるようにすることを強く要望す

る。 
 

（再意見） 

在日米国商工会議所（以下「ＡＣＣ

Ｊ」）は、標記提案につき、国土交通省

が、リース会社の直面している現実の

且つ重大な困難に特に焦点をあてて再

検討されることを求めます。 

ＡＣＣＪが提起した問題について 

ＡＣＣＪは、リース会社やその他の

大量に自動車を所有する会社の会社再

編、組織変更について、現実に存在す

(1)自動車検査証の記載事項に変更があ

ったにもかかわらず、直ちに（変更又は

移転登録と同時に）必要な変更手続きが

なされない場合、所有者や使用者の氏

名、住所等が自動車検査証を通して把握

できないこととなり、その結果、車両の

街頭検査等の取締りや安全かつ円滑な

取引に支障を生じることとなるため、対

応は困難である。 

(2)自動車関係手続きについては、平成

17 年 12 月より、一部地域において、新

車新規登録手続きを対象として、オンラ

インで申請できるワンストップサービ

スシステムを導入することとしている

が、平成 20 年までに、移転登録（所有

者の変更の場合）、変更登録（所有者以

外の登録事項の変更の場合）も含め、全

ての手続きについて、全国でワンストッ

プサービスシステムを導入することを

目指している。 

［国土交通省］

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（再対処方針） 

大量の自動車を所有している者にだ

け、変更登録等の手続きと自動車検査証

記載事項変更手続を切り離すよう制度

改正することについては、特例が認めら

れるためには、何台の自動車を所有して

いればいいかという数値上の基準を設

けることが困難であることに加え、所有

者と使用者が同一の場合と異なる場合

（リースや所有権留保車両等の場合）と
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
る重大な障害について問題を提起し、

その解決を要請しているものです。 

企業再編、組織変更が日本企業及び

日本経済を再活性化させてきたことは

広く認知されているところです。日本

における自動車リース・ビジネスは、

比較的短期間に現在の地位まで成長し

てきたため、それ以前に制定された現

行法に基づく自動車登録手続きは、自

動車リース業という業態に対応してい

ないものとなっています。このため、

現行手続きは、日本の自動車ユーザー

に低コストの効果的なリースサービス

を提供するためのリース会社の合併、

業界再編、組織変更などの主たる障害

となっています。これは、日本の自動

車リース市場への参入、業務拡大のた

めの外国投資にとって特に大きな問題

です。また、同様に、現行手続きは、

大量の自動車を所有する日本の会社に

対しても大きな障害となっています。

これらの障害は、急速に変化するビジ

ネス環境に対応する能力を減衰させ、

リースの顧客にとって追加的コスト負

担となり、リース業界の健全な発展の

障害となっています。 

 市場開放問題苦情処理対策室への申

立において述べました通り、現行の車

両登録変更手続きは、大量の車両を所

有する会社に対し、その各々のリース

車両について、15 日以内に、車両使用

者の申請と同時に、自動車検査証の原

本を添えて、車両登録変更申請をおこ

なうことを要求しております。その一

方で、いかなる自動車も、その自動車

検査証原本を備え付けることなく公道

を走行することを禁止されています。

即ち、現行の手続きは、リース会社に

対し、その再編、組織変更の日から 15

日以内に、全ての顧客からリース車両

に備え付けられてる自動車検査証原本

を回収して変更手続きを完了すること

を求めているものでございます。リー

ス会社１社が全国各地に 10 万人以上

の車両運転者を有している例も珍しい

ものではありません。これらの事実は、

現行の登録手続きがリース会社として

は従うことが実務的には不可能な要件

を課していることを明確に示しており

での取り扱いをどのようにすべきか、そ

もそも国民全体のうち大量の自動車を

所有している一部の者にだけ法令上の

特例を認めるということとなり公平性

という観点から問題がある。 
 また、現在、わが国における登録自動

車の保有台数は約 5200 万台であるが、

リース車両数は約 300 万台といわれて

いる。こうした中で、リース車両につい

て自動車検査証の記載事項の変更手続

きを切り離した場合、中古自動車の取引

や街頭検査等の取締りに何ら影響がな

いとはいえない。 
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
ます。 

 この実務的に対応不能な要件は、リ

ース業界及びその他の業界の大幅な再

編、また、日本の自動車リース市場に

対する外国投資の障害となっていま

す。 

ＡＣＣＪの要請の範囲と国土交通省が

対応困難とする理由について 

 ＡＣＣＪの提案は、国土交通省が回

答作成にあたって認識されたであろう

範囲よりも遥かに狭い範囲を対象とし

ています。ＡＣＣＪは、当該所有者が

その名称若しくは住所を変更し又は他

のリース会社に大量の自動車を１回の

取引において一度に譲渡する場合の自

動車登録変更手続等について改正を要

請しているものです。自動車検査証記

載の自動車使用者の情報を変更する手

続きについて改正を要請しているもの

ではございません。また、ＡＣＣＪは、

リース会社が特定の１台の自動車を譲

渡、処分する際に係る登録手続きを含

め、全ての所有者の全ての変更手続き

について改正を要請しているものでも

ありません。 

 国土交通省は、①車両の街頭検査等

の取り締まりに支障を生じる、②安全

かつ円滑な取引に支障を生じる、との

事由により、対応は困難であると述べ

ておられます。しかし、上述の通り、

ＡＣＣＪの提案の範囲は、国土交通省

が想定されたものよりも遥かに狭いも

のです。このため、警察官による車両

の街頭検査及び安全かつ円滑な中古自

動車の取引に何らの影響を与えるもの

とはならず、したがって、国土交通省

の掲げた事由のいずれも、ＡＣＣＪ提

案にはあたらないものと思われます。

国土交通省の車両登録ファイル（ＭＯ

ＴＡＳ）について 

 国土交通省は、全国の自動車登録に

ついて、ＭＯＴＡＳと呼ばれる自動車

登録ファイルを維持管理しています。

ＡＣＣＪの提案が実施されることによ

り、ＭＯＴＡＳに、より早く最新の情

報が登録されることとなります。よっ

て、ＡＣＣＪの提案が実施され、より

正確なＭＯＴＡＳ登録情報が関係機関

に共有されることにより、車両の街頭
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
検査等の取締りや安全かつ円滑な取引

に資するものとなると思われます。 

ワンストップサービスについて 

 国土交通省が現在のところ予定して

いるワンストップサービスは、依然と

して変更登録時に使用者の同時申請及

び自動車検査証原本の提出を要求する

ものと思われるため、ＡＣＣＪの提起

した問題を解決することとはならない

と思われます。このシステムは、その

他の申請書類の提出のみを円滑化する

ものです。上述の通り、リース会社に

対する自動車変更登録手続きにおける

障害は、使用者による同時申請と自動

車検査証の原本提出が求められている

点にあります。ワンストップサービス

の導入は、リース会社が直面している

困難に対して、解決策を提供するもの

とはなりません。 
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
2-(1) 外国人経営

者の在留資

格基準の明

確化 
 
［外国人経

営者］ 

１ 経緯 

  （略） 
２ 問題点 

在留資格「投資・経営」は、外国人

が日本において企業経営活動を行うに

当たって基礎となるものであり、これ

を安定的に取得することは、安定的に

企業経営を行うに当たって必要不可欠

である。従って、申請者としては当然、

審査を通過させるよう条件を整える心

構えである。ところが審査基準そのも

のが不明瞭であることから、条件を整

えようにも整えることができないた

め、申請を行っても不許可とされる危

険を回避できない。このようにいつ在

留資格「投資・経営」の申請が不許可

となり、経営者が日本に滞在できない

状況が発生するか予測ができないこと

が、経営の安定性を損なう要因となっ

ている。 

なお、審査基準が不明瞭であって

も、申請に対する審査結果の正しい理

由が明確に申請者に伝えられれば、こ

の段階で是正すべき要件が明確となる

が、それもなされていない（本件の場

合、示された“理由”が変遷し、当初

は事実と異なる説明がされている。）。

このように、現状の入国管理では、

審査基準と不許可の理由が明確にされ

ておらず、このことが申請者に対して

法令に沿った形を把握する機会を与え

ず、申請者の申請内容に不備を生成さ

せる状況となっていると同時に、審査

を通過させるか否かを入国管理局が恣

意的に決定するという状況を生じさせ

ており、こうした状況が、外国人が日

本で起業して活動を行っていく上で大

きな障害となっている。 

申立人会社は日本における過去７

年間にわたる企業活動において、公的

機関からの受賞歴も含む数々の実績を

有しており、かつて借入先金融機関も

含め民間企業から外国人だからという

理由で差別的な扱いを受けたことはな

いが、今回の在留資格「投資・経営」

の申請不許可により、取引先企業等か

ら外国人が経営する企業の安定性に疑

念が生じている。 

(1)審査基準の明確化 

入管法では別表により各在留資格を

設け，我が国の外国人の受け入れ方針を

明らかにするとともに，在留資格をもっ

て在留する外国人が本邦において如何

なる活動を行うことができるかを具体

的に規定し，在留外国人の法的地位の安

定化を図っている。さらに，一部の在留

資格による上陸の許可については，外国

人の入国・在留が日本の経済や国民生活

に及ぼす影響等の面から許可する外国

人の範囲について，学歴や報酬額等につ

いての基準を設け，法務省令の形で明定

している。 

一方，在留資格の変更申請について

は，本邦において在留資格に該当する活

動を行うことのほか，「提出された文書

により在留資格の変更を適当と認める

に足りる相当の理由があるときに限り，

これを許可する」ことができ，さらに「短

期滞在の在留資格をもって在留する者

の申請については，やむを得ない特別の

事情に基づくものでなければ許可しな

いものとする。」ことが入管法第 20 条

に規定されており，審査に当たってはこ

れら明文の規定に沿った形で審査が行

われるものである。 

(2)審査基準の公表 

「投資・経営」の在留資格を始め，い

くつかの在留資格についての具体的な

取扱いについて法務省のホームページ

に掲載し，いかなる場合に許可を受けら

れるかについての明確化を図っている

ところである。 

また，在留期間については原則として

３年とする取扱いを行っている。しかし

ながら，例えば当該事業が新規事業に当

たり，事業の継続性を確認する必要があ

る場合，本件のように年間売上高 1,700

万円，損失 4,700 万円の事業所の経営状

況から，事業が継続的に行われるかを短

期間に確認する必要がある場合，あるい

は前の在留期間中に経営者等に何らか

の違反行為等があった場合で，その後の

在留状況を確認する必要がある場合等

については「１年」の期間を決定する取

扱いを行っている。 

(3)審査結果と理由の明示 
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
対日投資並びに外国人の技術者・起

業家の積極的な受入れが日本国政府の

方針として示されているところ、上記

のような状況は、当社のみならず、こ

れから日本において起業していこうと

する外国人にとって、確実に不利な結

果をもたらすものであり、今後の対日

投資等にも障壁となる可能性がある。

(1)審査基準の明確化 

認められる事項と認められない事

項を明確に示し、申請者が法令に沿っ

た形を把握できるようにする。入管担

当者が言う「常識」ではなく、明文に

よって示された審査基準を元に審査が

行われるようにする。 

(2)審査基準の公表 

上記で設定した審査基準を公表し、

申請者が確実に知り得る方策を実施す

る。 

なお、在留資格「投資・経営」の在

留期間には１年と３年があるが、どの

ような条件でそれが区別されているの

かが不明であり、これについても明確

化すべきである。 

(3)審査結果と理由の明示 

審査結果が不許可の場合、その理由

を審査基準に照らし申請者が理解でき

るように明確に「通知書」で説明する。

(4)国の方針を反映した入国管理の実

現 

対日投資並びに外国人の技術者・起

業家を積極的に受け入れていくという

国の方針に鑑み、「投資・経営」の在留

資格の審査に当たっては、企業の株

主・取引先・金融機関等への責任に及

ぼす影響も十分に考慮する。 

なお、昨年来の申請に際しては、審

査に多大な時間を要するようになって

いるが、ビザ更新申請後審査結果が出

るまでに在留期限が切れると、実質ビ

ザがない状態となり、ビジネス上での

国外出張や金融機関との新しい契約に

支障をきたすことから、審査の迅速化

についても検討されたい。 

(5)在留資格「投資・経営」の審査基準

について 

在留資格「投資・経営」申請の不許

可理由として、東京入管は申立人に対

し、①「経営不振、赤字」、②「事務所

本件不許可通知に当たっては，入管法

第 20 条に規定する要件に適合しないこ

とを通知書に記載し，通知したものであ

る。 

(4)国の方針を反映した入国管理の実現

平成 15 年度の総合規制改革会議の第

３次答申において「在留資格認定証明書

の申請の審査の迅速化・簡素化」を措置

することが答申されたことを受けて過

去の実績や規模等から不法残留等の問

題が発生するおそれが少ないと認めら

れる機関に係る申請については優良企

業に係る申請として短期間に審査・処分

を行う取扱いを行っており，申請案件の

大多数はこれにより処理されている。 

他方，申請に対する審査を行うに当た

っては，例えば会社の存在そのものに疑

義が認められる場合等慎重な審査が求

められる案件があり，必要がある場合に

は会社の実態を把握するための実態調

査を行う場合や，あるいは疎明資料の追

完や説明書の提出を求めることにより

許可要件を満たしているものか否かの

判断を行うことになる。この場合，実態

調査に必要となる時間や追完資料を申

請人側が用意するために一定の時間が

必要となることになり，このことにより

審査結果が通常の案件よりも遅くなる

場合がある。 

(5)在留資格「投資・経営」の審査基準

について 

「投資・経営」の在留資格は，外国人

が本邦において投資した企業の経営を

行う場合等を対象とする資格であるが，

同在留資格に限らず入管法別表に規定

されている在留資格を取得するために

は，必ず同別表の下欄に規定されている

活動あるいは同別表の下欄に規定され

ている身分を有した者としての活動に

該当していなければならず，審査に当た

っては本邦においてこのような在留資

格に該当する活動を行うことが認定さ

れなければならない。 

「投資・経営」の在留資格の認定は，

本邦において事業の経営を開始し，又は

本邦における事業に投資して又はその

ようなことを行った外国人に代わって

その事業の経営・管理を行うものである

ことから，その活動が継続して行われる
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
の名義が本人でないこと」を挙げてい

るが、そもそも法務省令等にそのよう

な要件は明記されていないところであ

り、これらが理由として挙げられた理

由を明確にされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（再意見） 

１．苦情発生の背景にあると判断され

る事項 

法務省回答の内容から、現行の入管

法、法務省令、入管行政に以下の問題

点があることが、曖昧な審査基準や入

管の恣意的な審査等の苦情原因を生み

出す根本にあると判断される。 

問題点 1）現行の入管法および法務省

令、入管行政は、起業と継続的な企業

運営が、近年においては大規模な資本

と施設がなくても実現可能であること

を想定していない。従って、大規模な

資本と施設のない企業の審査にあたっ

ては、入管が時として「常識」と称す

ことが必要であり，従ってまた，当該事

業が継続して行われることが同在留資

格に該当すると言えるために重要な要

素となる。 

経営・管理を行おうとする事業に関

し，赤字が継続していることは，この事

業の継続性を考える上で疑問を生ぜし

める要素である。また投資・経営の在留

資格については別に法務省令をもって

基準が定められており，同基準として事

業所が本邦に存在することが求められ

ているが，通常，事業所は賃貸の場合，

会社名義あるいは代表者名義で契約が

行われ，会社名義や代表者名義でない賃

貸借契約であった場合は事業所の確保

について問題がないと認められる場合

もあるが，特に合理的な理由を示さない

限り，事業所が確保されているとの要件

に適合しているとは判断できないとさ

れる。 

本件については，不許可理由は通知書

記載のとおりとなるが，東京入管が「経

営不振・赤字」及び「事務所の名義が本

人でないこと」の説明を行ったとすれ

ば，前者は企業体が継続的に存立し，投

資・経営の活動を継続して行うことがで

きるか否かの検討を行った結果，確実に

継続的活動が行われると認定できない

との結論に達したものと，また後者は事

業所の確保が行われているとの認定が

できないものとの判断に達したもので

ある。 

［法務省］

 

（再対処方針） 

(1)審査基準の明確化 
入管法は別表で在留資格ごとに本邦

において如何なる活動を行う者が当該

在留資格を取得することができるかを

具体的に規定しており，また「投資・経

営」を含む一部の在留資格については更

に法務省令をもって上陸許可の要件と

なる基準を明文で規定している。この基

準は上陸許可に関するものではあるが，

在留資格の変更及び在留期間の更新等

についても，上陸許可の場合に準じた取

扱いをしている。このため，在留資格の

変更の許可の要件は，法律上は，在留資

格の変更を適当と認めるに足りる相当
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
る裏の審査基準により恣意的な審査が

なされている。しかもその審査は実態

を捉えておらず、形式審査に終始して

いる。 

問題点 2）現行の入管法および法務省

令、入管行政は、外国人が技術ベンチ

ャー企業を起こすことを想定していな

い。従って、技術ベンチャーによくあ

る起業後の投資とそれによる赤字を頭

から否定的に捉え、企業の経営状況を

赤字額のみによって画一的に判断して

いる。 

 

従って昨今の企業形態の変化、経済

情勢の変化を鑑みるとともに、政府・

財界が打ち出している外国人技術者・

外国人起業家の積極的な受入れを方針

と一致した入管行政を実現すべく、そ

の抜本的な再検討と改善を依頼した

い。 

２．法務省回答への反論（各論） 

(1)審査基準の明確化 

今回の苦情申入れで特に問題として

いるのは、入管法で具体的に規定され

ていない、また法務省令で明定されて

いない、さらに法務省のホームページ

に具体的な取扱いが掲載されていない

が、実際の在留資格審査において入管

が基準としている、入管が時として「常

識」と称する裏の審査基準が存在する

ことである。 

申請の結果を左右するすべての審査

基準については、申請者が申請時に認

知できるよう、明文化されるべきであ

る。 

(2)審査基準の公表 

上述 1 で示した問題点があり、企業

形態の変化、経済情勢の変化を織り込

んだ入管行政が行われていない現状に

おいては、在留資格についての具体的

な取扱いの明確化は未だ十分ではな

い。 

申請の結果を左右するすべての審査

基準について、まず明確化するととも

に、申請者が申請事前に必ず認知でき

る公開の手段を講ずるべきである。 

また、在留期間決定の理由として、

「本件のように年間売上高１,700 万

円、損失 4,700 万円の事業所の経営状

の理由があることと定められているが，

実際には，申請人が行おうとする活動が

入管法別表の下欄に定める活動に該当

するか否か（在留資格該当性），上記基

準に適合するか否か（基準適合性）及び

過去の在留状況に問題がないか等を審

査して許否の判断をしている（入国在留

審査要領関係部分別添（＝添付略）のと

おり）。 

このうち前二者の要件は，入管法及び

法務省令により具体的に明定されてい

るものである。一方，「過去の在留状況

に問題のないこと」については明文の規

定はないが，実務運用上は過去の違法行

為や虚偽申請を問題としているもので

ある。 
(2)審査基準の公表 

同上 

(3)審査結果と理由の明示 

不許可又は不交付の理由については，

不許可又は不交付の通知書に理由の要

旨を記載することとしている。なお，「短

期滞在」の在留資格からの在留資格変更

申請に対しては，入管法第２０条が「短

期滞在の在留資格をもって在留する者

の申請については，やむを得ない特別の

事情に基づくものでなければ許可しな

いものとする」と規定していることか

ら，通常，同規定を不許可理由として引

用している。いずれにしても，不許可理

由については，同通知書の記載のみでは

なく，必要に応じてあるいは申請人から

の求めに応じて，さらに具体的な説明を

行っている。 

(4)国の方針を反映した入国管理の実現

(1)の基準は，法務省令をもって定め

ているものであるが，入管法上「我が国

の産業及び国民生活に与える影響その

他の事情を勘案して」定めることとされ

ているとともに，関係行政機関の長との

協議を経て定めることとされており，そ

の意味で国内の関係行政分野における

要請等を踏まえて，その時点での我が国

の外国人の受入れ方針を示すものとな

っている。 

(5)在留資格「投資・経営」の審査基準

について 
ア 在留資格該当性について 

入管法別表第一の上欄に規定される
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
況」を挙げ、ことさらに経営不振を印

象づけようとしているが、これは「投

資・経営」の在留資格喪失後の数字を

引用したものであることから、理由に

はならない。 

(3)審査結果と理由の明示 

通知書に記載されている不許可の説

明をする文章は、「相当の理由があると

は認められない」「やむを得ない特別な

事情に基づくものとは認められない」

等、2～3行で曖昧に記述されており、

これでは、申請者はなぜ不許可にされ

たのか正確な理由を理解することがで

きない。審査に裏の基準が存在したり、

恣意的な審査が行われている現状で

は、申請者は不許可の理由を理解する

機会がますます奪われている。 

まずは、審査基準の明確化を図るこ

とが求められるが、それとともに、申

請が要件に適合していないために不許

可とされる場合、どの点が適合してい

ないのかについて、入管は通知書に記

述するべきである。この「どの点」を

記述する範囲としては、その記述を申

請者が読めば、その他の説明がなくと

も、改善を図り、要件に適合した再申

請ができる範囲であるべきである。 

(4)国の方針を反映した入国管理の実

現 

起業後のベンチャー企業は、「新規事

業」であることから在留期間が 1 年と

なることが多く、企業には「過去の実

績」はもちろん、「規模」がない場合が

多いため、「不法残留等の問題が発生す

るおそれ」が多いと見なされることに

なる。そのため、起業後のベンチャー

企業の経営者のビザは、許可される在

留期間が短いにも関わらず、審査に多

大な時間が掛かることになってしま

う。このことが起業後で企業体力の比

較的小さなベンチャー企業にとっては

大きな負担となる。在留審査の迅速

化・簡素化を図る措置がとられている

が、それは大企業や公的組織を視野に

入れた措置となっている。 

先の私の申請から審査結果が出るま

で実に９ヶ月を要しており、実態も把

握されない上、あまりに不必要に時間

が掛かりすぎている。この期間は、会

各在留資格は，外国人が本邦において行

う活動に着目して設けられている資格

であり，本邦在留中，当該活動が継続的

に行われることを前提として許可され

るものである。 

しかし，本件については，会社の経営

状況に関し，資本金額や売上高にに比し

て相当多額の赤字が連続している等の

事情があり，申請人の行おうとする投

資・経営活動の継続性に疑義が認められ

る。 
イ 基準適合性について 

「投資・経営」の在留資格に関して法

務省令で定める基準の一つとして，申請

人が経営・管理に従事する事業について

「当該事業を営むための事業所が本邦

に存在すること」が定められているが，

本件の場合，本社とされている施設の賃

貸借契約上の使用目的は住居であり，か

つ賃貸借の契約も会社ではなく個人名

義で行われている。会社が事業所として

保有する施設は当該会社が所有し又は

賃借するものであるのが当然であり，個

人名義のものを使用するのであれば，そ

のことについて合理的な理由が必要で

あるとともに，実態調査を行って当該施

設の状況を確認の上，事業所としての実

態を有しているとは言えないと判断さ

れたものである。 

なお，事業所の電話の契約の名義人も

会社ではなく個人である。 
ウ 過去の在留状況について 

申請人は平成15年５月14日の在留期

間更新申請に際して，従業員に関し虚偽

の申立てを行っており，在留状況が良好

とは言えない。 
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
社は代表者である私の就労ビザがない

ため、金融機関との新規契約ができな

い上、自身が外国に行くことができな

い等、事業活動を大きく阻害される。

起業後のベンチャーは、安定した大

企業に比べて、企業株主、取引先、金

融機関等からの信頼を受けにくい。入

管の不明瞭な審査基準と恣意的な審査

によって、経営者の在留資格が不当に

不許可となる可能性はできる限り排除

されなければならない。 

(5)在留資格「投資・経営」の審査基準

について 

「投資・経営」の在留資格の審査の

基準は、法務省令「出入国管理および

難民認定法第 7 条第 1 項第 2 号の基準

を定める省令」の一で、次のいずれに

も該当していることとされている。 

イ 当該事業を営むための事業所と

して使用する施設が本邦に確保されて

いること。 

ロ 当該事業がその経営又は管理に

従事する者以外に二人以上の本邦に居

住する者（法別表第一の上欄の在留資

格をもって在留する者を除く。）で常勤

の職員が従事して営まれる規模のもの

であること。 

1)このうち、ロの規模については、

「投資されている額が 500 万円以上あ

り、かつ、500 万円以上の投資額が継

続して維持されることが確認される場

合」とのガイドラインが定められてい

る。 

申立人は自らが経営する会社の資本

金1000万円のうち925万円を出資して

おり、上記ガイドラインの定めを充足

している。 

所管省は、 

「「投資・経営」の在留資格の認定は，

本邦において事業の経営を開始し，又

は本邦における事業に投資して又はそ

のようなことを行った外国人に代わっ

てその事業の経営・管理を行うもので

あることから，その活動が継続して行

われることが必要であり，従ってまた，

当該事業が継続して行われることが同

在留資格に該当すると言えるために重

要な要素となる。」 

とするが、そのような規定は存在せ
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
ず、所管省はそのような存在しない規

定に基づいて、恣意的に在留資格の審

査を行っているものである。 

また、そのような恣意的な判断基準

に基づいて行った 

「経営・管理を行おうとする事業に

関し，赤字が継続していることは，こ

の事業の継続性を考える上で疑問を生

ぜしめる要素である。」 

との判断自体、次に述べる通り、不

適切なものである。 

私が先に在留資格の申請を行った

際、私が経営する会社の経営状況につ

いて具体的な調査・分析が行われるこ

とがないまま、「赤字がある」という理

由だけで、経営不振と決め付けられた。

しかし、企業にはさまざまな種類が

あり、ヒト、モノ、金の投下スタイル

はさまざまであり、必ずしも常に安定

した売上と規模を必要とするわけでは

ない。特に技術ベンチャーは、事業に

よる付加価値創造の可能性が大きく、

将来の大きな利益を見込んで初めに大

きな投資を行うことが多いため、起業

後の赤字は珍しいことではない。その

ような事業の継続性は、単純に赤字額

のみで判断できるものではない。保有

する技術力や知的財産、付加価値の創

造力、市場価値などで多面的に分析さ

れ、最終的には株主と経営者の意思に

より確認されるべきである。それらの

分析と確認がされないまま、入管が恣

意的な審査により会社に引導を渡すよ

うなことは許されるべきではない。入

管がそのようなことをする可能性を持

つとすれば、起業後のベンチャーは株

主、取引先、金融機関等から信頼を受

けて事業を行うことができなくなって

しまう。 

（ただし、東京入管担当者に直接不

許可理由の説明を受けた折、確認した

事実としては、この経営不振の項目は

不許可とした主理由ではなく、事務所

名義が会社または代表者でないことが

今回の不許可の理由であるとのことで

あった。） 

2）法務省令が定める「事業所が本邦

に存在すること」という基準について、

事務所の賃貸契約が「会社名義や代表
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
者名義でない賃貸借契約であった場合

は事務所の確保について問題がないと

認められる場合もあるが、特に合理的

な理由を示さない限り、事務所が確保

さえているとの要件に適合していると

は判断できないとされる」と法務省回

答にあるが、そのような審査基準があ

ること自体、申請者は申請時に知るす

べがない。又、実態として、私の会社

が事業活動を実施する上で、現事務所

の賃貸契約の名義が誰であるかは、な

んらの支障原因にもなっていない。 

一般的に、会社の事務所の賃貸借契

約が会社名義や代表者名義でないこと

は珍しいことではない。また、当社の

場合、賃貸借契約の名義は当社への出

資者であり、契約主は会社の利益に無

関係ではない。 

「会社名義や代表者名義でない賃貸

借契約であった場合」には事業所の確

保が行われていないと認定されるとい

うのは、不当である。 
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２ その他の案件 
番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
① 情報機器に

付属するＡ

Ｃアダプタ

ーの扱いに

関する規制

見直し 

 

［東京商工

会議所］ 

情報機器を米国から輸入する際にＡ

Ｃアダプタが付属する場合がある。電

気用品安全法により、ＡＣアダプタは

特定電気用品とされており、その輸入

に際しては、自主検査の実施義務 (輸

入事業者が自ら、あるいは製造事業者

に実施させる）及びその検査記録の保

存義務ならびに適合性検査（登録検査

機関が実施）の証明書の写しの保存義

務が輸入事業者に課せられている。 

自主検査については、輸入事業者自

らが実施する場合、輸入後に開梱し、

アダプタ１個１個についてかかる検査

を行わなければならず、１個当たり500

～1000 円のコストが発生する。元々１

個 1000 円程度のＡＣアダプタの値段

が２倍に跳ね上がることになり、自力

での実行は不可能と言わざるを得な

い。従って、輸入事業者が製造事業者

に委託して実施させることとなるが、

輸入事業者が製造事業者から検査記録

を取り寄せる際にも、そのための追加

的なコストが発生する。また、海外の

製造事業者から検査記録を取り寄せる

際、電気用品安全法の内容が海外製造

事業者に周知徹底されていないため、

輸入事業者からその都度法の要件を説

明しなければならず、さらにかかる要

件を明確に英文で説明する資料が存在

せず、輸入事業者が自ら法を英訳抜粋

し説明しているのが現状である。これ

らの説明のためには、法律だけでなく

省令等複数の法令等を参照しなければ

ならず、遠隔地の異言語の人間に対し

これを理解してもらうことは容易でな

い。従って、非常に手間とコストがか

かる結果となっている。 

適合性検査証明書の写しの保存義務

については、製造事業者が保有する証

明書をコピーしたものやＦＡＸなどで

取り寄せたものでは不可とされてい

る。このため、認証機関が、同製造事

業者からの依頼を受けて正式に発行す

る「証明書写し」でなくてはならない。

この要件を満たすには、輸入事業者が

海外製造事業者に依頼し、認証機関か

ら直接証明書の原本を送付してもらう

必要がある（輸入事業者が直接当該証

○要望１ 

 情報通信機器（電気用品安全法対象外

機器）に付属されるＡＣアダプターであ

っても、本体と一体不可分の構造である

とはいえず、単体として他の機械器具に

使用される場合もあり得ることから、こ

のようなＡＣアダプターについては、電

気用品安全法の直流電源装置として安

全を確保することが必要である。 
 また、電気用品安全法は、日本の製造

又は輸入事業者に課されている義務で

あり、海外の製造事業者に検査を委託し

た場合などであっても、輸入事業者が検

査記録の内容を把握し、保管しておくこ

とにより、輸入する電気用品の安全を確

保することが必要である。 
以上のことから要望を受け入れるこ

とは不可能である。 
○要望２ 
 電気用品安全法第９条第１項で規定

する適合性検査については、構造又は使

用方法その他の使用状況からみて特に

危険又は障害の発生するおそれが多い

電気用品として定める「特定電気用品」

にのみ課している義務である。つまり、

適合性検査は安全を確保する上で重要

なものであり、当該義務を履行したこと

を証する証明書については、コピーやＦ

ＡＸといったものではなく、検査機関が

発行する正式な原本又は副本といった

信頼性の高いものである必要がある。電

気用品安全法以外の製品安全関係法令

（消費生活用製品安全法、液化石油ガス

の保安の確保及び取引の適正化に関す

る法律、ガス事業法）においても、同様

の理由から、検査機関が発行する正式な

原本又は副本の保存を義務づけている。

以上のことから要望を受け入れるこ

とは不可能である。 
○要望３ 
 電気用品安全法は海外の製造事業者

ではなく、あくまでも国内の事業者（製

造事業者及び輸入事業者）に技術基準適

合義務を課すものであるが、国内制度の

一層の透明性を進めるとの観点から、電

気用品安全法の英語版については、現

在、準備中であり完成次第当省のホーム

ページに掲載する予定である。また、同
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
明書の写しを発行するよう認証機関に

依頼しても、製造事業者と認証機関は

守秘契約関係にあるため、対応しても

らえない）。しかし、上述したように、

電気用品安全法の内容が海外製造事業

者に周知徹底されていないため、非常

に手間とコストがかかり、実質的に製

造事業者側における履行は困難な結果

となっている。 

(改善要望) 

情報通信機器(電気用品安全法対象

外機器)に付属するＡＣアダプタにつ

いては、専ら機器と一体的に使用され

ることが想定されており、他の電気製

品とともに使用される可能性は低いこ

とから、接続されるべき情報通信機器

以外に接続しないよう、取扱説明書で

注記することを条件に、電気用品安全

法第８条及び第９条の規定について、

以下の特例措置を講じて頂きたい。(※

１) 

・輸入事業者が、海外製造事業者に

より既にＰＳＥマークが表示さ

れているＡＣアダプタを輸入す

る際には、電気用品安全法第８条

第２項により規定されている輸

入事業者による検査記録（海外事

業者から取り寄せた検査記録）の

保存義務及び同法第９条第１項

により規定されている輸入事業

者による適合性検査の証明書の

保存義務を免除していただきた

い。(※２) 

また、これらの措置が困難な場合で

も、同法第９条第１項により規定され

ている輸入事業者による適合性検査の

証明書の保存義務については、輸入事

業者は認証機関が正式に発行する「証

明書写し」の保存だけではなく、製造

事業者が保有する証明書のコピー・Ｆ

ＡＸ等の保存についても認めていただ

きたい。 

また、電気用品安全法について、そ

の内容を海外製造事業者に周知徹底す

るとともに、内容について英文で説明

する資料を作成公表し、輸入事業者が

海外の製造事業者等に説明する際に自

由に利用できるようにして頂きたい。

法施行令及び同法施行規則についても

順次英語版を掲載する予定である。 
［経済産業省］

（現在の検討状況） 

問題提起者は当面この対処方針で了解。
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
② 電子レンジ

用圧力鍋に

対するＰＳ

Ｃマーク取

得のための

検査方法の

改善 

 

［東京商工

会議所］ 

家庭用圧力鍋を国内で販売するため

には、消費生活用製品安全法により、

事前にＰＳＣマークの取得が義務付け

られている。しかし、米国で一般的に

流通している電子レンジ用圧力鍋を日

本に輸入・販売するにあたってＰＳＣ

マークを取得するには、現在、電子レ

ンジ用圧力鍋のための検査マニュアル

が存在しない。 

直火用圧力鍋は直接火にかけ、また

換気扇設備があり温度変化も大きい台

所での使用が前提である。一方、電子

レンジ用圧力鍋は火を使わず、電子レ

ンジの中での使用に限定されるため温

度変化も限定される。容量も１～２リ

ットルと小さく、また、通常タイマー

により加熱するため、消し忘れなどの

心配もないと思われる。このように、

使用方法も使用環境も大幅に異なる製

品であるにもかかわらず、直火用圧力

鍋と同一の検査を行なう必要がある。

具体的には、圧力鍋は加熱時に取っ手

の温度が室温＋40度以内と定められて

いるが、電子レンジ用圧力鍋の場合は

庫内の温度測定が出来ないため、結果

的に測定不能となり、実質的にＰＳＣ

マークの取得が不可能となっている。

米国においては 100 万個以上が流通

している商品であるが、重大な事故が

発生したという話は聞いたことがな

く、販売に際して検査が不要なもので

ある。かかる製品に対し、直火用圧力

鍋と同じ検査を適用するのは合理的で

はない。 

したがって、直火で使用する圧力鍋

とは異なる、電子レンジ用圧力鍋に対

するＰＳＣマーク取得のための検査方

法を新たに設定して頂きたい。具体的

な専用の検査マニュアルを設定し、そ

のマニュアルに沿った検査による輸入

を望む。また、既に米国で流通してい

る商品については、検査要件またはそ

の一部免除を行なうなどの措置を検討

して頂きたい。 

 

 

 

 

圧力鍋は外気圧以上の圧力を加えて

調理する機能を有するため、その構造や

品質、使用方法によっては予想外の蒸気

漏れ等を惹起し、使用者が火傷等の障害

を負う危険性を否定できない製品であ

る。 
このため、消費生活用製品安全法で

は、「家庭用の圧力なべ及び圧力がま」

を特定製品として定め、別途定める技術

基準への適合を求めているものであり、

これは、加熱器が電子レンジに限定され

るにしても、加圧して調理する機能を有

する鍋や釜であるならば、「家庭用の圧

力なべ及び圧力がま」として取り扱うべ

きものと考えている。 
電子レンジ用圧力鍋は、我が国におい

ても 1990 年頃国内事業者により市場投

入されたことがあるが、この際、取っ手

の温度上昇の測定方法として、鍋本体に

水を張り、投込みヒーターにより加熱し

た後に取っ手の温度を測定するという

方法が採用されている。取っ手の温度上

昇については現在も当時の方法で検査

され、これに合格したものが流通してい

ると認識している。 
したがって、電子レンジ用圧力鍋は、

取っ手の温度上昇が測定できない故に、

実質的にＰＳＣマークの取得ができな

いという御指摘は当たらないものと考

える。 
なお、最近では、米国製電子レンジ用

圧力鍋を輸入しようとする事業者が登

録検査機関に技術基準適合確認を依頼

したものの、水が沸騰する以前に圧力調

整装置が異常を来し、取っ手温度の測定

が不能となった事例があったと聞いて

いるが、これは測定方法の不備によるも

のではなく、圧力調整装置が異常を来し

たことにより、鍋の中の水の温度が、技

術基準適合確認のための取っ手の温度

測定の際に必要な状態に達しなかった

ことによるものであり、圧力調整装置が

円滑に作動しなかったことそのものが、

「家庭用の圧力なべ及び圧力がま」の技

術基準不適合とされたものと考えてい

る。          ［経済産業省］

（現在の検討状況） 

問題提起者は当面この対処方針で了解。
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番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
③ 電波を利用

した自動車

関連装置に

関する規制

緩和 
 

［東京商工

会議所］ 

１ 自動車には、キーレスリモコンド

ア開閉装置、タイヤ空気圧監視システ

ム等、微弱電波を利用した装置が装着

されているが、現行の電波法の規制に

より、車両の輸入・輸出時に以下の問

題が発生している。 

北米で使用されているキーレスリモ

コンドア開閉装置、タイヤ空気圧監視

システム等の周波数帯、及び電界強度

（電波の強さ）と日本の電波法規制値

が異なっているため： 

①安全性向上のために北米メーカー

が装着しているタイヤ空気圧監視

システムを、日本国内では取り外さ

なくてはならない。 

②また、日本メーカーが同装置を装着

した車輌を輸出する際、日本国内で

同装置が作動しない様にした後、北

米到着時に同装置を作動させる等、

多大なコストが発生している。 

海外で販売されている車輌にメーカ

ー装着されている電波を利用した装置

は、日本国内でも、変更を加えず利用

出来る様にして頂きたい。具体的には、

北米にて使用されているタイヤ空気圧

監視システムは、315 MHz または 434 

MHz の周波数帯を使用するが、電界強

度が日本の電波法に定める許容値（周

波数が 322MHz～10GHz ならば、35μＶ/

ｍ）を超えているため、免許が必要な

無線局という扱いになってしまう。よ

って、日本で使用可能な電界強度を米

国並にまで拡大して頂きたい。また、

仮に拡大が認められない場合には、北

米で販売されている自動車及び北米向

けに日本国内で製造する自動車に限

り、特例として上記電波装置の国内に

おける作動を許可して頂きたい。 

２ 電波有効利用政策研究会において

は、その最終報告書に記述されている

とおり、微弱電波を利用した免許不要

局に対する電波使用の有料化が議論さ

れている。 

現在普及している車輌の安全技術に

は、無線ＬＡＮやタイヤ空気圧監視シ

ステム等の微弱電波を利用した装置が

多々使われており、将来、更に普及が

拡大することが予想される。こうした

１ 現在、電波法において、発射する電

波が著しく微弱な無線局（以下「微弱無

線局」という。）については、免許を要

しないこととしており、当該微弱無線局

の基準として、以下のとおり規律してい

るところである。 

○無線設備から３ｍの距離における電

界強度の強さ 

・500μV/m 以下（322MHz 以下の周波数

を使用する場合） 

・35μV/m 以下（322MHz を超え 10GHz

以下の周波数を使用する場合） 

これらの規律は、免許を受けた無線局

の運用を保護すること及び将来の電波

利用への影響を踏まえ、規律されている

ところである。 

現在、要望される周波数帯において

は、既に航空安全用又はアマチュア無線

用に使用されている周波数帯であり、こ

れらの既存の無線局の運用が保護でき

るかどうか詳細な検討が必要である。 

なお、当該要望案件については、平成

15年11月に募集された規制改革要望に

おいて、同様な要望内容が内閣府規制改

革会議事務室にも寄せられたところで

あり、現在、本件について、要望される

周波数帯での導入か可能かどうか、国内

の業界団体と調整を図りながら検討を

進めているところである。 

 

２ ご指摘の現行無線ＬＡＮや微弱無

線局等の帯域非占用型の小電力無線シ

ステムについては、電波有効利用政策研

究会最終報告書においても、電波利用料

徴収の対象外との結論を得ており、ご懸

念には当たらない。 

［総務省］

（現在の検討状況） 

問題提起者は当面この対処方針で了解。

（現在、総務省にて国内業界団体と装置

の利用実態や仕様等について事前調整

を行っているところであり、今後、既存

無線局との周波数共用の可能性をはじ

め、微弱無線局または一定の技術的条件

を確保し免許不要とする小電力無線局

にするか等について今年度内を目途に

検討を行う予定。） 



 

57 

番号 案件名 問題提起内容 所管省庁における対処方針 
装置の使用する電波が有料化の対象に

なると、安全装置のコストに電波使用

料が上乗せされることとなり、経済的

負担が増大し、安全技術の進歩と普及

の阻害要員となることが懸念される。

また、その結果として、安全性能の

高い自動車の市場アクセスが抑制され

るという影響が憂慮される。（因みに欧

米では、微弱電波を利用した免許不要

局に対する電波は有料化されていな

い。） 

微弱電波を利用した免許不要局に対

する電波有料化については、慎重な検

討を引き続き行なうようお願いした

い。 

 


